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法の差止請求権を中心として検討し、権利行使の制限の在り方を探るものである。 	  	  	  	  	  
                                                7	 江藤学編、「標準化実務入門（試作版）」経済産業省産業技術環境局基準認証ユニット（2010.7）	  p.157-­‐158	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協会(2009.11)	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 滝川敏明「標準化と競争法」日本知財学会誌 Vol.4No.1(2007)p.36	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 田村善之『特許法の理論』有斐閣(2009.3)他	  17	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 巻末の参考文献 26～35 参照	  




























①「無償」(Royalty Free; RF)…無料で特許権を放棄し使用させること、 
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 江藤学「標準化活動におけるパテントポリシーの役割」研究技術計画 Vol.22No.3/4(2007)p.190 参照	  20	 鶴見隆「ホールドアップ問題、パテントトロール問題と特許情報調査」情報管理 53(2)p.113参照	  






























	 (d) 特許調査の困難性 
	 鶴見は、「現在、技術標準を作成する手続には、必須特許を発見するための特許調査が
組み込まれていない」という懸念を表明している24。 
                                                21	 江藤学編「標準化実務入門（試作版）」経済産業省産業技術環境局基準認証ユニット（2010.7）p.157	  
参照	  22	 上記江藤学編「標準化実務入門（試作版）」経済産業省産業技術環境局基準認証ユニット（2010.7）	  p.157 より引用	  23	 「平成１７年度特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書（特許発明の円滑な利用のための方策に	  
関する調査研究報告書）」知的財産研究所(2006.3)参照	  24	 鶴見隆「ホールドアップ問題、パテントトロール問題と特許情報調査」情報管理

































                                                                                                                                       53(2)(2010)P.113-­‐117	  
参照	  25	 江藤学、「標準化活動におけるパテントポリシーの役割」研究技術計画 Vol.22No.(3/4)、p.192(2008)	  
より引用	  26	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.4	  
参照	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 特許権者は、「特許の保有を隠し、標準を自社技術の利用に誘導したり、標準化議論の進展に合わせ、	  
特許の継続・分割出願を実施したり、標準化メンバー以外の企業に標準技術となる特許を保有させ	  7 たりしている。」江藤学、「技術標準化における知的財産権と競争政策問題」、標準化教育プログラム	  
（2009.2）p.20	  28	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  30	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料 1）」特許庁(2010.5)参照	  








【事例１】	 ラムバス(Rambus)事件(2008 年)31 
	 ラムバス(Rambus)社（以下、「R 社」という。）は、1990 年 4 月に、DRAM(Dynamic	  Random	  Access	  Memory)に関する基本特許を取得した。R 社は、JEDEC32の SDRAM 標準化機構に
参加し技術標準作成に関わっていたが、自社の必須特許を隠していた。自社の特許が技術
標準に組み込まれ、世間に浸透した頃を見計らって、技術標準実施者に対し高額なライセ
ンス料を請求した。すなわち、R 社は、基本特許取得から 10 年経った 2000 年前後に、DRAM 製造企業に対して、特許権を行使し、ライセンス料の請求をし始めた。日立、Samsung	   電子（本社・韓国）、沖電気、NEC などは実施許諾契約を結び、ライセンス料
の支払いに応じたが、Infineon	   Technologies 社（本社・ドイツ、以下「I 社」という。）、Micron	   Technologies 社（本社・米国、以下「M 社」という。）と Hynix 社（本社・韓国、
以下「H 社」という。）は応じなかった。R 社は、2000 年 8 月、I 社の製品は、R 社の特
許権を侵害するものであるとして、米国バージニア州東部連邦地方裁判所に訴を提起し、I 社は翌月（2000 年 9 月）、反訴を行った。2001 年、M 社と H 社は R 社の行為は反トラ
スト法に違反するとして FTC33へ告発を行った。2007 年 2 月、FTC は、R 社に対しライセ











                                                31	 「標準化実務入門（試作版）」産業技術環境局基準認証ユニット(2010.7)p.178 参照	  32	 JEDEC:	   電子機器技術評議会半導体技術協会(JEDEC	  Solid	  State	  Technology	  Association）	  33	 FTC:	   米連邦取引委員会(Federal	  Trade	  Commission)	  34	 ：USFC:	   合衆国連邦裁判所（United	  States	  federal	  courts）	  35	 「先端技術分野における技術開発と標準化の関係・問題に関する調査報告書」株式会社三菱総合研	  
究所(2009.3)p.S-­‐3 参照	  36	 ラムバス事件米国高裁判決：Rambus	  Inc.	  v.	  FTC,	  522	  F.	  3d	  456,	  D.C.	  Cir.	  2008	  
	   8	  
 
	  
【事例２】	 JPEG 事件(2002 年)	  Forgent	   Networks 社（本社・米国、以下「F 社」という。）は、ISO37/IEC38において採
用されている静止画像データの圧縮方式に関する国際標準である JPEG39が、ほぼ業界の技
術標準となった頃を見計らって、JPEG に関する必須特許を同社が所有することを公表し、
関連数十社に警告状を送付した。JPEG は元々F 社の特許ではなく Compression	  Labs 社（以







の額はそれぞれ 1,620 万ドル（日本円で 14 億 6 千万円）、1,500 万ドル（日本円で 13 億5 千万円）と推定されている。その他の 31 社（日本の企業は 9 社）は、F 社の特許には
特許無効理由があるとして対応を留保していたが、F 社から侵害訴訟を提起されることと
なった。当該侵害訴訟は、和解で終結したが、一連の訴訟で F 社が獲得したライセンス料









【事例３】	 DELL 事件（1995 年）	  
	 Dell	   Computer 社（本社・米国、以下「Dell 社」という。）は、業界標準化機関(VESA)
の一員として、PC のローカルバス規格の開発を行っていた。VESA は、その構成員に対し
自社の所有する必須特許権の開示を義務づけていた。Dell社は、標準規格の作成参加時は、VL バスは、同社の所有する特許権と抵触しないと主張していたが、VL バスが技術標準と
                                                37	 ISO：国際標準化機構（International	  Organization	  for	  Standardization）	  38	 IEC：国際電気標準会議（International	  Electrotechnical	  Commission）	  39	 JPEG:	  Joint	  Photographic	  Experts	  Group の略	  40	 「標準化実務入門（試作版）」産業技術環境局基準認証ユニット(2010.7)p.178-­‐179 参照	  41	 榊原憲『死蔵特許—技術経営における新たな脅威：Patent	  Hoarding 訴訟』一灯舎(2009)p.9-­‐21 参照	  42	 「標準化実務入門（試作版）」産業技術環境局基準認証ユニット(2010.7)p.177-­‐178 参照	  
	   9	  
なった頃になって、VESA の構成員である数社に対し、VL バスの使用は Dell 社の特許権
侵害である旨の警告を発した。FTC は、Dell社がライセンス料を徴収し関連企業の経費を










しかし、本事件において、FTC により法 5 条違反とされたことは、ホールドアップ対策




















                                                43	 FTC 法 5 条は、前段に「不公正な競争方法」を、後段に「不公正又は欺瞞的な行為又は慣行」を規	  
定している。	  44	 「標準化実務入門（試作版）」産業技術環境局基準認証ユニット(2010.7)p.177-­‐178 参照	  



































                                                45	 「標準化活動におけるホールドアップ問題への対応と競争法」公正取引委員会(2012.12)p.19-­‐21 参照	  46	 「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知的財産研究所(2012.3)p.46 参照	  47	 「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知的財産研究所(2012.3)p.47-­‐48 参照	  


























用範囲と捉えられている51。その一方で、Annette	   Kur 教授（ドイツ・ミュンヘンのマッ
クス・プランク知的財産・競争法研究所）の「Market	   Impact	   Rule」52によると、目的と
する市場で実施行為が明確な場合であれば、その「特許権の効力は当該国の領域内を超え
る場合もありうる。」53とされているが、日本では、上記の最高裁判決にみられるとおり、
                                                48	 小島立「知的財産侵害における準拠法」国際知財シンポジウム（2009.5）p.5 参照	  49	 出典：	   『法律学小辞典第３版』有斐閣(1999)	  50	 BBS 事件（最高裁判所平成 9 年 7 月１日判決、民集 51 巻 6 号 2299 頁）後掲【事例８】参照	  51	 高部眞規子「判解」『最高裁判所判例解説民事篇	 平成 14 年度（下）（7 月〜12 月分）』法曹会	  (2005)p.687-­‐712 参照	  52Annette	  Kur;	  Applicable	  Law:	  An	  Alternative	  Proposal	  for	  International	  Regulation—The	  Max-­‐Planck	   	  Project	  on	  International	  Jurisdiction	  and	  Choice	  of	  Law,	  30	  Brooklyn	  J.	  Intl.	  951	  (2005)参照	  53	 小島立「知的財産権と渉外民事訴訟」国際知財シンポジウム(2009.5)p.5 参照	  




【事例４】55	 「ＦＭ信号復調装置」事件（最高(一小)裁判所平成 14 年９月 26 日判決）[別
名：カードリーダー事件] 民集 56 巻 7 号 1551 頁、判時 1802 号 19 頁 




















法例 11 条 1 項57によるべきであって、その場合には、法例 11 条２項により日本の法律が
                                                54	 小島立「知的財産権と渉外民事訴訟」国際知財シンポジウム(2009.5)p.2 参照	  55	 松縄正登「特許権侵害訴訟と準拠法」『知的財産法基本判例ガイド』朝倉書店(2005)p.88-­‐89 参照	  56	 法例 33 条	 [法例（明治 31 年 6 月 21 日法律第 10 号）]	  
第 33 条	 外国法ニ依ルヘキ場合ニ於テ其規定ノ適用カ公ノ秩序又ハ善良ノ風俗ニ反スルトキハ之ヲ	  
適用セス	  57	 法例 11 条	 事務管理、不当利得又ハ不法行為ニ因リテ生スル債権ノ成立及ヒ効力ハ其原因タル事実	  
ノ発生シタル地ノ法律ニ依ル	  




（注）	 法例中の国際私法に関する規定に関する見直しのため、法例を全部改正する法案が第 164 回国	  
会に提出され成立。法の適用に関する通則法（平成 18 年６月 21 日法律 78 号）として、2006 年 6 月	  21 日に公布され、2007 年 1 月 1 日に施行された。なお、法例における基本的な制度や解釈論は法の	  
適用に関する通則法においても維持されている。本法の規定は、原則として施行日前に生じた事項に	  



































                                                                                                                                       
も適用される（附則第 2 条）。ただし、附則第 3 条の例外がある。	  58	 小島立「知的財産侵害における準拠法」国際知財シンポジウム(2009.5)p.5-­‐8 参照	  59	 松岡博編『国際関係私法入門』有斐閣(2008)p.124 参照	  60	 上記【事例４】参照	  


































                                                61	 前掲【事例４】参照 62	 「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知的財産研究所(2012.3)p.62-­‐64 参照	  63	 加藤恒『パテントプール概説(改訂版)』発明推進協会（2009）p.146-­‐151 参照(本稿 4.2 の表参照）	  64	 大渕哲也他『知的財産法判例集』有斐閣(2010)p.439 参照	  



































                                                65	 平嶋竜太「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知的財産研究所(2012.3)、p.63-­‐65	  
参照	  
	   16	  
侵害事件には準拠法の問題が発生する。準拠法の決定は、法適用の根拠を決定する点にお
いて重要な意味をもつ。 






























                                                66	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.1-­‐2	  
参照	  67	 侵害に対する損害賠償権については特許法には規定がなく、民法 709 条（不法行為）が適用される。	  68	 安佰生「標準化における知的財産権問題：進展と挑戦」知的財産権 Vol.5(2008)参照	  

















                                                69	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.5-­‐6	  
参照	  70	 加藤恒『パテントプール概説(改訂版)』発明推進協会（2009）p.146-­‐151 より引用	  
技術標準名	   対象製品	   ライセンス会社	   必須特許数	   ライセンサ	   ライセンシ	  MPEG2	  
（ビデオ）	   DVD、デジタル TV、DVD ディスク等	   MPEG	  LA	  （米ｺﾛﾗﾄﾞ州）	   約 790 件	   25 社	   約 1500 社	  MPEG4	  
（ビデオ）	   第三世代携帯電話、デジタルカメラ等	   MPEG	  LA	  （米ｺﾛﾗﾄﾞ州）	   約 320 件	   25 社	   約 600 社	  
IEEE1394	   PC、デジタル TV、セ
ットトップボックス	   MPEG	  LA	  （米ｺﾛﾗﾄﾞ州）	   約 100 件	   10 社	   約 340 社	  
DVD	  (6C)	   DVD プレーヤー、DVD
再生用ディスク等	   東芝	   約 850 件	   7 社	   約 300 社	  
AVC/H.	  264	   携帯電話、CATV、PC
用 OS 等	   MPEG	  LA	  （米ｺﾛﾗﾄﾞ州）	   約 290 件	   14 社	   約 620 社	  
ARIB デジタ
ル放送	   地上波デジタル TV（日本仕様）	   アルダージ株式会社	   約 270 件	   15 社	   約 120 社	  

















【事例７】77	 eBay 差止事件判決（合衆国最高裁判所 2006 年５月 15 日判決）	 
	 
米国のオンラインオークション大手である eBay 社の「Buy it now 機能」に対する特許




                                                71	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.2-­‐3	  72	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究報告書」知的財産研究	  
所(2011.2)P.3~137参照	  73	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.9-­‐10	  
参照	  74	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究」知財研紀要	  Vol.20(2011)p.1-­‐1～1-­‐2 参照	  75	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究報告書」知的財産研究	  
所(2011.2)p.5 参照	  76	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)	   	  77	 土井	 悦生・Alex	  Verbin	  Chachkes「イーベイ対メルクエクスチェンジ事件がもたらす米国特許訴訟	  
のパラダイムシフト」パテント Vol.59No.9(2006)p.41-­‐44 参照	  78	 CAFC：連邦巡回区控訴裁判所；U.S.	  Court	  of	  Appeals	  for	  the	  Federal	  Circuit	  
	   19	  
ち、差止命令を行ってきた。連邦最高裁は、差止請求について、283 条における衡平法の














4.3.3 ドイツ81 82 












                                                79	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.10	  
参照	  80	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究」知財研紀要知的財産	  
研究所 Vol.20(2011)p.1-­‐2 参照	  81	 「産業構造審議会知的財産政策部会第 27 回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.10	  
参照	  82	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究」知財研紀要知的財産	  
研究所 Vol.20(2011)p.1-­‐2～1-­‐3 参照	  































                                                83	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究」知財研紀要知的財産	  
研究所 Vol.20(2011)p.1-­‐3 参照	  84	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究」知財研紀要知的財産	  
研究所 Vol.20(2011)p.1-­‐3 参照	  85	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究報告書」知的財産研究	  
所(2011.2)p.77 参照	  86	 JETRO ソウル事務所、http://www.choipat.com/menu31.php?id=14&category=0&keyword=参照	  
（2013.1.10 ｱｸｾｽ）	  87	 「権利行使態様の多様化を踏まえた特許権の効力の在り方に関する調査研究」知財研紀要	  Vol.20(2011)p.1-­‐3 参照	  
















	 	  	  














                                                88	 本間忠良「知的財産権と独占禁止法」発明推進協会(2010.10)p.5 参照	  89	 独占禁止法は、独禁法ともいうが、正式の法律名は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する	  
法律」（昭和 22 年 4 月 14 日法律第 54 号）である。	  






















	 ここで、独占禁止法 21 条の５法について、創設説では 5 法に限定されるとしており、
確認説では 5 法は例示にすぎないとしている91。	  









                                                90	 本間忠良「知的財産権と独占禁止法	 反独占の思想と戦略」発明推進協会(2010.10)p.33 参照	  91	 本間忠良「知的財産権と独占禁止法	 反独占の思想と戦略」発明推進協会(2010.10)p.34 参照	  92	 公正取引委員会「知的財産指針第 2−1	 独占禁止法と知的財産法」参照	  










①	   不実施の場合の裁定通常実施権（83 条）	  
②	   利用抵触関係にある場合の通常実施権（92 条）	  
③	   公共の利益による裁定通常実施権（93 条）	  	   (1)	   不実施の場合の通常実施権の設定の裁定	  
不実施の場合の裁定通常実施権について、特許権の取得後４年経ち、特許権者による特
許権の実施が３年以上継続して適当にされていないときは、通常実施権の許諾について、
特許権者に対し協議を求めることができる（83 条 1 項）。この場合、協議が不調・不能の







特許発明を実施しているときは、通常実施権を得ることはできないことが欠点である。	  	   (2)	   利用抵触関係にある場合の通常実施権の設定の裁定	  
特許権者は、特許発明が利用抵触関係（72 条）に該当するときは、抵触関係にある他
人に対し、特許発明の実施のための通常実施権の許諾について協議を求めることができる
（92 条 1 項）。協議が不調・不能のときは、特許庁長官の裁定を請求することができる（92
条 3 項）。	  
この場合、標準実施者が特許権を有することが前提となり、自己の発明を実施する場合
                                                93	 「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知的財産研究所(2012.3)p.103-­‐108 参照	  94	 	 なお、裁定実施権については、実際、裁定が下された事例は 1 件もないと言われている。これま	  
で特許権、実用新案および意匠権をあわせて計 23 件（不実施 9 件、利用関係 14 件）の裁定請求が	  
あったものの、いずれも裁定に至る前に取り下げられており、裁定により通常実施権が設定された	  
事例はないとされる	   。（前掲注 93 照）	  95	 田村善之『競争法の思考形式』信山社(1999)p.170-­‐189 参照	  96	 本間忠良「知的財産権と独占禁止法	 反独占の思想と戦略」発明推進協会(2010.10)p.293-­‐299 参照	  




る。しかし、標準実施者に標準に係る特許がない場合は該当しない。	  	  (3)	   公共の利益のための通常実施権の設定の裁定	  
この裁定実施権は、特許発明の実施が公共の利益のため特に必要であるときは、その特
許発明の実施をしようとする者は、特許権者に対し通常実施権の許諾について協議を求め
ることができる（93 条 1 項）。協議が不調・不能のときは、経済産業大臣の裁定を請求す
























民法上の不法行為（民法 709 条）を適用することも想定される。	  
                                                97	 「裁定制度の運用要領」経済産業省工業所有権審議会(2004.4)	  p.1-­‐2 参照	  98	 「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知的財産研究所（2012.3）p.47-­‐48 参照	  99	 「産業構造審議会知的財産政策部会第27回特許制度小委員会議事録（資料１）」特許庁(2010.5)p.10-­‐15	  
参照	  



















【事例８】	 「BBS」事件（最高裁判所平成 9 年 7 月 1 日判決）民集 51 巻 6 号 2299 頁、












【事例９】	 最高裁判所昭和 30 年 12 月 20 日判決（民集 9 巻 14 号 2027 頁）	  
裁判所は、「所論は、履行不能と事情変更の理論によって上告人の解除の有効を主張し、
この抗弁を採用しなかつた原判決は、上告人が本件土地につき政府と被上告人の双方に対































る。これは、特許法の特許権者等の権利行使の制限規定を活用する方法である。特許法104 条の 3 第 1 項は、特許権者等の権利行使の制限として、「特許権又は専用実施権の侵
                                                100	 「特許発明の円滑な利用に関する調査研究報告書」知的財産研究所(2007)p.191-­‐192 参照	  101	 毎田賢司・松縄正登・青山紘一「知的財産法制度の課題と検証～特許法 104 条の 3 が適用された判	  
決の分析・検証～」知財ぷりずむ 4 巻 46 号 p.67-­‐78(2006.3)参照	  









































































                                                102	   「裁定制度の運用要領」経済産業省工業所有権審議会(2004.4)p.1-­‐2 参照	  
































                                                103	 ダーウェント：Derwent	  World	  Patents	  Index；4,350 万件以上の特許関連文献データベースを有する
ダーウェント社の検索システム；http://db.g-­‐search.or.jp/infopro/info/search/info015.html 参照(2013.1.10 アクセス)	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第 11 条	 	 
特許の効力は，次のものには及ばない。	 	 
1.	 非商業目的で私的に行われる行為	 	 
2.	 特許発明の内容に関係して実験の目的で行われる行為	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的に本法の施行領域に入った場合において，航空機又は車両の構造若しくは操作，又は当
該航空機又は車両の付属物における特許発明の内容の使用	 	 

























































第 139 条	 	 














第 L611 条 1	 	 
工業所有権庁長官は，発明に工業所有権を付与し，権利の所有者又はその権原承継人に当
該発明を実施する排他権を付与することができる。	 	 





第 L613 条 3	 	 
次の行為は，特許所有者の同意がない限り，禁止される。	 	 
(a)	 特許の対象である製品の製造，提供，発売若しくは使用，又はそれらの目的での製品

















(3)	 第 L613 条 5(a),(b)及び(c)にいう行為を実行する者は，(1)の意味において発明を実
施する権原を有する者とはみなされない。	 
	 
































































第九十二条	 	 	 
特許権者又は専用実施権者は、その特許発明が第七十二条に規定する場合に該当するとき
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（特許無効審判）	 
第百二十三条	 
	 特許が次の各号のいずれかに該当するときは、その特許を無効にすることについて特許
無効審判を請求することができる。この場合において、二以上の請求項に係るものについ
ては、請求項ごとに請求することができる。	 
一	 その特許が第十七条の二第三項に規定する要件を満たしていない補正をした特許出
願（外国語書面出願を除く。）に対してされたとき。	 
二	 その特許が第二十五条、第二十九条、第二十九条の二、第三十二条、第三十八条又は
第三十九条第一項から第四項までの規定に違反してされたとき（その特	 許が第三十八条
の規定に違反してされた場合にあつては、第七十四条第一項の規定による請求に基づき、
その特許に係る特許権の移転の登録があつたときを除	 く。）。	 
三	 その特許が条約に違反してされたとき。	 
四	 その特許が第三十六条第四項第一号又は第六項（第四号を除く。）に規定する要件を
満たしていない特許出願に対してされたとき。	 
五	 外国語書面出願に係る特許の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載
した事項が外国語書面に記載した事項の範囲内にないとき。	 
六	 その特許がその発明について特許を受ける権利を有しない者の特許出願に対してさ
れたとき（第七十四条第一項の規定による請求に基づき、その特許に係る特許権の移転の
登録があつたときを除く。）。	 
七	 特許がされた後において、その特許権者が第二十五条の規定により特許権を享有する
ことができない者になつたとき、又はその特許が条約に違反することとなつたとき。	 
八	 その特許の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正が第百二十六条第
一項ただし書若しくは第五項から第七項まで（第百三十四条の二第九項において準用する
場合を含む。）又は第百三十四条の二第一項ただし書の規定に違反してされたとき。	 
２	 特許無効審判は、何人も請求することができる。ただし、特許が前項第二号に該当す
ること（その特許が第三十八条の規定に違反してされたときに限る。）	 又は同項第六号に
該当することを理由とするものは、当該特許に係る発明について特許を受ける権利を有す
る者に限り請求することができる。	 
３	 特許無効審判は、特許権の消滅後においても、請求することができる。	 
４	 審判長は、特許無効審判の請求があつたときは、その旨を当該特許権についての専用
実施権者その他その特許に関し登録した権利を有する者に通知しなければならない。	 
	 
第百二十五条	 
	 特許を無効にすべき旨の審決が確定したときは、特許権は、初めから存在しなかつたも
のとみなす。ただし、特許が第百二十三条第一項第七号に該当する場合	 において、その
特許を無効にすべき旨の審決が確定したときは、特許権は、その特許が同号に該当するに
至つた時から存在しなかつたものとみなす。	 
	 
	 
